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３．オランダ る企業をサポ トする行政サ ビスと企業の公的負担 関

する考察 

 

1 オランダ る企業をサポ トする行政サ ビスの特徴 

ン 歴史的 見 明 通商国家 全体

地域 点 管国家 目指 い 国 あ 地域統括 点 選

く 国 外 企業 対 行政サ ビ 展開 い  

ン 企業 サ 行政サ ビ 特徴 国 比 行政 企業

距 近く 水 的信頼関係 重視 行政 企業 相互 情 理解 合う いう

点 約 官民 水 的 関係 拓 呼 政労使 合

意 基 く政策形成 表 い 政策 政府 ン 決定

く 基本的 公労使 公益 代表 独立委員 使用者代表 労働者代表 構成

社会経済審議会 SER 答申 踏 え 議会 決定  

う 水 的 関係性 企業サ 政策 中 典型的 表 い 企業誘

致 ン 企業局(RVO)や企業誘致局(NFIA) 誘致活動 あ 税制 水

的 ン Horizontal Monitoring や事前税 裁定制度 Advance Tax Ruling 事

前価格合意 Advance Price Agreement あ  

 

企業誘致 ン 企業局 企業誘致局 役割 

ン 企業サ 策全般 い 経済省 ン 企業局 RVO

特 外資 誘致 い 経済省企業誘致局 NFIA 一元的 担 い 現地 ン

ビ 調査 支部 協力機関 合わ 機関 サ 高く評価 声

多く聞  

各機関や地方自治体等 職員 企業誘致 コンサ ン や設立準 サ

積極的 行 い 誘致時点 く 企業立地後

言わ 御用聞 う 形 企業 政府 対 伝え 役割 果

い 企業局や企業誘致局 政策 執行機関 あ 企業 要望 応 制度改正

働 行う役割 担 い 地域 地元 技術系学校 相談

教育 容 進出企業 形 変え う あ 得  

＜州 地方自治体 企業支援策＞ 

現地 ン ビ 結果 基 ン 国 企業誘致 い 州

間 地方自治体間競 全体 中 ン いう国 立地

う 重視 い  

ン 州税や地方税 種類 限定的 あ 法人所得課税 州税 地方税

存在 い 州や地方自治体 行う企業誘致 手段 人

確保や用地 確保等 企業 自治体 求 施策 ン 充実 土地 確保
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熟練人 確保等 居 地 魅力 居 確保 ン

存在等 企業立地 重要 近 Amsterdam Economic Board

自治体間コ ン 盛 あ  

 

税制 水 的 ン 事前税 裁定制度 

水 的 ン 企業 部統制 確立 情報 税 当局 開

示 い 替わ 企業 税 取扱い 迅 把握

事 可能 事後的 税 調査 確実性 減 出来

方 税 当局 事後的 徴税 伴う行政 担 軽減 あ  

事前税 裁定制度 国 的 企業 特 移転価格や税 い 経済取引 前

税 当局 合意 得 企業 税 確実性 回避

可能 行政サ 合意 容 基 い 確実 納税 確保

いう あ 83
 

ン ン 地域統括会社 置い 各地 支社 支店

配当 ン 還流 場合 資本参加免除制度 Participation Exemption

ン 課税 い 進出先 欧州各国 損金算入

非課税 いう構造 あ 84
 

 

企業側 評価 

う 税 措置 企業 支持 い 裏付

例え 国 的 ビ ネ あ IMD International Institute 

for Management Development World Competitiveness調査 法人税制 事業活動

妨 い国 ン EU15 国中 ン い 2 置付

い  

 

                                                        
83 制度 運用 統一基準 基 い 行わ い 全 企業 同 解釈 適用 公

性 確保 い 政府 企業 個 コン ン 契約 容 外部 第 者

確認 う い いう点 い 透明 残 点 否 い  
84 EUや OECD う 組 BEPS(Base Erosion and Profit Shifting) あ 批

今後 ン う 税制 維持 う 注目 あ  
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図表 IV-6 法人税制 事業活動の妨 と ら い国 EU15 国  

 
 

ン 企業誘致局 NFIA 企業 対

ン SSC サ ビ ン 85 立地 理由 尋 ン

結果 公表 い 86 ン SSC 置く 決定的 要因

最 多く挙 い 事前税 裁定 ATR い 87
 

 

図表 IV-7 グロ バル企業 オランダ SSCを立地した理由 

 

注 ◎：決定的 要因   ○：重要 要因 

資料 NFIA 

 

                                                        
85 サ ビ 企業 複数 組織 実施 い 管理業 間接業 経理

人事 総 一 独立 組織 中 業 効率化  
86 http://www.nfia-japan.com/files/pdf/WHY_INVEST_HOLLAND2013.pdf 
87 ン 優 性 言語能力 英語 空港や 港等 ン 充実度

重要 要因 挙 い  

2.20 
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出所：IMD World Competitiveness Report Online (updated May 2012)

要素

企業名
Sun Nike Unilever

American

Medical

Systems

R Medtronic R

ン ャー
航空機 直行便 ○ ○ ○
戦略的立地 ◎ ◎ ○
高密安定 通信 ン ○ ○ ○ ○ ○

事業効率
勤務態度 ○ ○ ○
言語能力 ○ ○ ○ ○ ○ ○
職務能力 ○ ○ ○ ○

SSC
1ネ ワー ○ ○ ○

労働生産性 ○ ○
政府 効率性

事前税務裁定 A  T  R i g ◎ ◎ ◎ ◎
政治的安定性 ○
会計業務教育 ロセ ○

経済 文化
生活 質 ○ ○ ○
国際的 姿勢 ○ ○ ○ ○ ○
国 メー ◎
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結果 企業 特 企業 税 安定 地域 地域統括

点 置い 活動 行い い いう意向 持 い 表 考え  

 

2 社会保 改革と企業負担の抑制 88
 

ン 先進諸国 同様 高齢化 増加 社会保 給付 抑制

累 改革 行わ 実 金 い 支給開始 齢 引 や 給

付水準 引 行わ い  

医療 い 今後 高齢化 進展 技術進歩 支出 増大

想 い CPB 経済政策分析局 2010 現在 対GDP比 13.2％ 医療

支出 高齢化 技術進歩等 2040 31％ い 89

均的家計 所得 47％ 出 等 く 短期医療 い 管理

競 入 保険者機能 強化 現地調査 う 短期

医療改革 効果 表 認識 短期医療費 総 増加 い

伸 率 抑制 医療 Value for Money 高 い いう見方 あ  

残 改革 長期医療 あ AWBZ 特 医療費保険法 範 膨大

あ 短期医療改革 入 う 市場 ン 組 如

い あ 給付規模 大 一途 辿 い AWBZ 規模 大 対

改革 Wmo 社会支援法 施行 あ Wmo AWBZ 所管

い 家事援助 地方自治体 移管 現場 近い 効率

的 執行 狙い い 今後 流 一層強 事 AWBZ 短期医療

移管 定 い  

う 一連 改革 見え く 単 給付 抑制や民営化 く 社会保

制度 社会保険制度 堅持 形 市場 活用や現場化 進 社会保

給付 効率化 Value for Money 向 い 事 あ う 改革

賛否 分 い 面 否定 い 例え 現地 企業団体 90 ン ビ 結果

短期医療改革 結果 うやく医療費 増加率 減少 始 程度 あ 正

確 評価 い いう指摘 あ 一方 高齢化 進展 医療

技術進歩 進 中 医療費 総 抑制 事 く 望 い事 い いう

指摘 実 専門家委員会 短期医療改革 評価 いく 深刻 問

残 い 全体 いう結論 い 91
 

                                                        
88 解 規制 企業 担 一種 考え 事 出来 ン 解 規制 厳 い 指摘 事 多い

2014 解 規制 緩和 職手当 限 引 行わ 規制緩和 企業 歓迎

一方 期 用契約 更新 2回 3回目 更新 場合 無期 用 転換

い規制強化 同時 行わ 改革 い 一部 労組 結果 2回

更新後 解 可能性 高く 企業 解 容易 あ いう懸念 表明

い  
89 CPB 2013 “Health Pays Off: Between Choice and Solidarity“ CPB Policy Brief 2013/03 
90 ン 経済団体連合会 VNO-NCW ン 中 企業連合会 MKB  
91 ZonMw 2009 “ Evalution of the Health Insurance Act and the Act on health care allowence“ (Evaluatie 
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3 企業の公的負担水準 

前述 う 税 措置や社会保 担 抑制 解 規制 緩和 あ 言

ン 企業 公的 担 特段 い いうわ い 例え 法人所得

対 実効税率 比較 ン 同 欧州 ン や い

やや高い水準 あ  

 

図表 IV-8 国 地方税を合わせた法人税率の国 比較 

 

注 2014 3 現在 

出所 省資料 基 ン 分 加筆 

 

注   

． 税率 法人所得 対 租税 担 一部 損金算入 調整

税率 合計 あ   
 

． 本 地方税 地方法人特 税 都 府県 国税 徴収 一 国庫

払い込 後 地方法人特 譲 税 都 府県 譲 及 地方法人税

含 法人事業税及 地方法人特 税 い 外形標準課税 対象 資

本金 億 超 法人 適用 税率 用い い 付加価値割及 資本割

課 法人 民税及 事業税 税率 い 各地方公共団体 条例

一定 制約 独自 税率 定 可能 国 地方 合わ 法人税率 合

計 東京都 場合 26 度以降 35.64％   
 

． 州税 加え 一部 市 市法人税 課 場合 あ 例え

                                                                                                                                                                   
Zorgverzekeringswet en Wet op de zorgtoeslag) 

 

  

 

  
 

 

 

10.83

8.84

13.76
2.2

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本 メ ン ン 中国 韓国 ン ー

地方税

国税

40.75％

17.00％

23.00％25.00％
24.20％

25.00％

29.59％

33.33％

2014 度以降

34.62％

％

(標準税率) ( ニ 州) (全 均) (ソ )

法人税率：25.5％

事業税率：4.3％

2014 10月前 2.9％

地方法人特別税：事業税額×67.4％

2014 10月前 148％

住民税：法人税額×12.8％

2014 10月前 17.3％

地方法人税：法人税額×4.4％

2014 10月以降

連邦法人税率：

35％

州法人税率：
8.84％

法人税率：

 ％

法人税率：22％

地方所得税：

法人税額×10％

法人税率：

25％
法人税率：

25％

法人税率：

23％

法人税率：

17％

法人税率：15％

連帯不課税：

法人税額×5.5％
営業税率：13.76％



150 

 

市 連邦税 州税 7.1％ 付加税［税 17％］ 市税 8.85％ 合わ

税率 45.67％ 一部 州 法人所得課税 課 い場合 あ

例え ネ 州 税率 連邦法人税率 35％   
 

． 法人税率 2014 4 21％ 2015 4 20％ 引

検討 い   
 

． ン 売 高 763 万 以 企業 対 途法人利益社会税 法人税

3.3％ 課 法人利益社会税 含 税率 34.43％ 法人利益

社会税 算定 い 法人税 76.3 万 除 行わ 前 税率 計

算 あ 当該 除 案 い い 途 売 高 2.5 億 超 企業

対 2012 2 間 時限措置 法人税付加税(法人税 5％) 課

い 2014 算法 2 間延期 (2014 以降 税率 法人税

10.7％) 法人所得課税 国土経済税 地方税 等 課   
 

． 法人税 連邦 州 共 税 50:50 連帯付加税 連邦税 あ 営

業税 市町 税 あ 営業収益 3.5％ 対 市町 異 賦課率 乗 税

算出 本資料 連邦統計庁 発表 容 従い 賦課率 393％ 2012 全

均値 基 い 場合 計数 表示 い   
 

．中国 法人税 中央政府 地方政府 共 税 原則 60:40 あ   
 

．韓国 地方税 い 地方所得税 資本金 及 従業員数 応

民税 均等割 等 課  
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本報告書Ⅱ.4 ン 企業 公的 担 水準 税 担水準

算出 場合 1 税 担 社会保険料 担水準 算出 場合 2

計結果 掲載 い い 担水準 ン 企業 公的 担水

準 割合 場合 同程度 算出 い 92
 

現地 企業団体 ン ビ い ン 法人税率 以 引

対 期待  

 

図表 IV-9 オランダ る企業の公的負担水準 再掲 単位：百万ユ ロ  

 

 

 

以 結果 企業 立地 重要 法人税や社会保 担

公的 担 水準 税 確実性 軽減 事業活動 安定性

確保 企業 絶え 汲 取 政府機関 要望 伝え サ コ

ンサ ン 機能 持 機関 存在 あ 言う  

 

 

  

                                                        
92 東京都委 調査 2014 企業 サ 行政サ ビ 企業 公的 担 あ 方

関 調査 pp.140-143 参照 本調査 ン 対比 本調査 1 相当

1 あ 本調査 ン 2 相当 2

あ  

1)間接税や負担者が
不明確 直接税

2 個人所得税 源
泉徴収

3 個人事業主や人的
会社 出資者が納め
る個人所得税

4 社会保険料 事業主負
担

ケー 企業負担分を経済活
動規模 応 按分

企業負担 み さ
い

企業負担 み 考慮 い
税収額 み 企業負担分

を推計

ケー 企業負担分を経済活
動規模 応 按分

企業負担 み さ
い

企業負担 み 考慮 る
税収＋社会保険料 占め

る企業負担分を推計

企業負担税額
国税＋州税＋市町

村税

社会保険料
事業主負担額

国全体 税収額
国税＋州税＋市町

村税
社会保険料総額 企業負担割合

備考
算出式

d e

ケー 61,687 - 135,432 - 45.5%

ケー 61,687 50,231 135,432 88,798 49.9% +   +
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